
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 4年度

生農1菫型量旦墜△__」≡L」重贔菫理±連全全

1 事業の成果
本年度は、次年度での事業展開に向けた準備のみとなり、実施を予定していた事業は行うことができ

ませんでした。

また、新規の活動市場も開始できなかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

高齢化対策及
び孤立死の防
止に関する啓
蒙事業

関連施設、団体等と連携
し、高齢者の方々が多種
多様に抱える悩みなどに
ついて、相談会などを実
施し、高齢化に対する対
策や近年増加傾向にある
「孤立死」の未然防止を
呼び掛ける活動を行いま
す。

法人成立

後より通

年

北海道を

中心に、

全国へ広

げていく

予定

2名

ご相談を

頂 い た

方、特に

高齢者の

方すべて

が対象

0名 0円

高齢者の「孤立
による自殺」の
防止に関す る
啓蒙事業

高齢者の孤立で目殺防止
を促すため、ポスター等で
の呼びかけやインターネ
ットホームページを通じ
た情報発信を行います。

法人成立

より通年

(随時行

って参り

ます。)
全国各地 2名

該当とな

る高齢者

の 方 々

や、高齢

者の方々

と関係を

持たれて

いる方々

0名

遺品の不法投
棄、不当売却防
止に関す る情
報・啓蒙事業

・遺品の不法投棄、不当売

却の防止を目的とした、セ

ミナー・フォーラムの実施

・ポスター等での呼びか

けやインターネットホー

ムページを

通じた情報発信の実施

年 4回

(セ ミナ

ー)、 法人

成立より

通年 (情

報事業)

(セ ミナ

ー)北海

道及び東

京都、大

阪府、名

古屋等の

大都市 3

か所

3名

遺品整理

等の関連

する専門

業者、及

び 高 齢

者。

セミナー

は、1回

あ た り

0名

事 業 報 告 書

事 業 報 告 用

0円



100名前

後お呼び

して実施

を予定。

遺品の買い取
りにおける、不
正行為の防止
に関する情報・
啓蒙事業

・訪間買取での トラブル

も含め、不正行為の防止に

関するセミナー・ フォー

ラムの実施

・ポスター等での呼びか

けやインターネットホー

ムページを通じた 情報

発信の実施

年 3回

(セ ミナ

ー)、 法人

成立より

通年 (情

報事業)

(セ ミナ

ー)北海

道及び東

京都、名

古屋等の

大都市 2

か所 3名

買取・ リ

サイクル

業者や高

齢者。

セミナー

は、1回

あたり 6

0名前後

お呼びし

て実施を

予定。

0名 0円

ひきこもり支
援及び不登校
支援 に関す る
啓蒙・啓発事業

・支援手法について、セミ

ナー・フォーフムの実施

・ひきこもり支援及び不登

校支援について、問題性の

変化等も加味し、ポスター

等での呼びかけや、インタ

ーネットホームベージを

通じて情報発信の実施

年 2回

(セ ミナ

ー)、 法人

成立より

通年 (情

報事業)

(セ ミナ

ー)北海

道及び関

東・関西

地方の大

都市 1か

所

3名

支援をさ

れている

方々、及

び支援を

必要とし

ている当

事者とご

家族。

セミナー

は、1回

あたり 6

0名前後

お呼びし

て実施を

予定。

0名 0円
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各業界の関連施設や団体、

専門家との連携体制を築

き、そのネットワークを活

かし、問題解決に取り組ん

で参ります。

法人成立

より通年

全国各地

2名

事業内容

に関連す

る遺品整

理業や廃

棄物処理

業、リサ

イクル業

等の専門

業者をは

じめ、そ

の他、支

援団体、

支援施設

など、関

係のある

関係施設

等に関わ

りを持た

れている

方々

0名 0円



全国の運法行
為 を行わない
業者への周知

乱立する遺品整理業者が

おおく一般の方が選ばれ

ない方や、違法行為を行わ

ない業者の情報発信

通年 全国各地

4名

事業内容

に関連す

る遺品整

理業や廃

棄物処理

業、リサ

イクル業

等の専門

業者をは

じめ、そ

の他、支

援団体、

支援施設

など、関

係のある

関係施設

等に関わ

りを持た

れている

方々もし

くは従事

者

名 円

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

実施なし 実施なし 0名 0円



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業が埜う場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本遺品整理士連合会

単位 :F
特定非営利活動に係る事業 その他事業

科 目
金  額 小計・合計 金   額 小計・合計

0 1,925,000

0

0

806,933

受取補助金

4

7 246 300
受取利息
の

1.247

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益
事業収益

0 7,247,547

9.979.480

0

4.057.130 4,057,130

4.057.130 4.057.130

9,766,963

253,613

6,000,000
3,513,350

9.766.963

7,413,385

1

1

2 の

の

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

租税公課
印刷製本費
通信運搬費
旅費交通費
水道光熱費
業務委託費
支払手数料

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
消耗品

5,958,

858,

238,

310,

48,

400
0

000

200
000
0

0

785

7.413.385 0

17.180.348
21.237.478 21.237.478
11 257 998 ―ll.257.998当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― |

8

産 売 益
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D

正
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和4年度 貸借対照表
特定非営利活動法人日本遺品整理士連合会

598,600

2,083,642

2
1

2

の

800,000

3 の

現金預金
未収金
棚卸資産
立替金

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

126,923,270
5,861,758

敷金
長期貸付金

136.267.270

2

+

1

未払金

頂り金
未払法人税

750,000
167,100
70,000

長期借入金

退職給付引当金

正 味 ] 産 の 部
69,838,492産額正期

正 | 65 441 678

B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 136.267.270

■■:ヨ■EI

■■■■■■亜亜回

「 ]

■■■■■■亜亜回

■■■■巨圧厖□□囮

事 業 報 告 用

【A】 資 産 合 計 ①+②

ユ____________________」 ___⊥__=鐘_」登__⊥__■量上金量 _」

,-1 :の

魅 こ 食_■



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4 年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本遺品整理士連合会

A

1

現金

:滑fl[察行普通預金

126.923,27(〕

未収金
00事業未収金
▲▲事業未収金

5.861.758

立替金 (ヽ)0.1,0●

棚卸資産
販売用寄附物品

2
1

車両運搬具
事業用車両

598.600
パ ソコン

カラーカー ドプリンター

2
ソフ トウェア
オペレーンョンンステム

文書編集 ソフ ト

2.083.612

借地権
00市事業所

3
敷金
00市事業所

長期貸付金
00銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 136.267.270

750.000

2

未払法人税
167.1()()預り金

源泉徴収税

長期借入金
00銀行借入金

退職給付引当金
職員

未

l華]雰線量保険料

987.10(

987.100【B-1】 負 債 合 計 ③+④

135.280. 170
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

(前事彙年度において役■であったことがある全員の■名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を紀載した名簿)

特定非営利活動法人 日本遺品整理士連合会

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 ⊂)監事
キムラ エイジ 2021lF

2022角
「

4月   1日

3月   31日 年 月 日木村 栄治

2 ・監事

コネ ヒデト 2021年

2022年

4月    1日

3月   31日

年   月   日

年  月  日小根 英人

3 ぐ賢)・ 監事
ヨシ′ヒミカ ミ

ロ
2021年

2022年

4月   1日

3月   31日

年  月  日

年  月  日三上 善博

4
/´｀ヽ

理事・鰻奎ジ

カワサキ ワタ
ル

川崎 航

2021年

2022年

4月   1日

3月   31日

年  月  日

年  月  日

b 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年  月  日 年  月  日

令和 4年度年間役員
名簿

¬ 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

年:   月   日



設立・事業報告用

特定非営利活動法人 日本遺品整理士連合会

氏   名

1 木村 栄治

2 小根 英人

3 川崎 航

4 伊藤 友勝

5 木村 悦子

6 三上 善博

7 兼田 千秋

8 木村 祥子

9 馬場 いづみ

10 沖西 祐希

11 人木橋 卓也  

12

書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )




